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　平成 24 年度当初予算が、3月の定例市議会で
可決されました。一般会計の当初予算額は、260
億 5,700 万円。土地開発公社解散に伴う債務返済
など、24年度は「財政健全化の山場」と位置付け、
緊縮型予算とする一方で、総合計画「理想郷プラン」

に掲げる各施策を着実に推進するため、限られた
財源の中でメリハリのある予算編成としました。 
　今号では、平成 24年度の主な事業や
予算の概要をご紹介します。

　教育支援の拠点として、総合
教育センターの整備を進めます。
センターでは、子どもの学びを
支援したり、名張市のめざす教

育を推進したりするほか、教職
員への支援や、家庭・地域や教
育関係機関の連携・支援の拠点
としての機能を整備します。

★生活習慣病予防重点プロジェクト事業のほか、高齢者対象の「肺炎球菌ワクチン」と、乳児対象の「ロタウイルスワクチン」接種について詳しくは、
　「広報なばり」4‐2号に掲載します。

【（仮称）総合教育センター整備事業】

● （仮称）総合教育センターの整備
1 億 8,490 万円

　発達に心配のある子どもたち
への総合的な支援を進めていく
ために、子ども発達支援センタ
ーの整備を進めます。センター

には、相談室、発達検査室、発
達支援教室、家族交流スペース
などを設ける予定です。

【（仮称）子ども発達支援センター整備事業】

●（仮称）子ども発達支援センターの整備
1 億 2,950 万円

　新たに、胃や肺などのがん検
診（節目年齢）を無料化し、また、
特定検診などの自己負担金を半
額にします。また、受診率向上

に向けた啓発や検診体制の強化
に取り組み、三重大学などの研
究機関と連携を図りながら、予
防活動を展開していきます。

【生活習慣病予防重点プロジェクト事業】

●  生活習慣病の予防推進
3,130 万円

　新たに、高齢者（75 歳以上）
対象の「肺炎球菌ワクチン」と、
乳児（生後 6 週～ 24 週または

32 週）対象の「ロタウイルスワ
クチン」の接種費用を一部補助
します。

【感染症予防事業】

●  高齢者・乳児対象ワクチンの接種補助
1,050 万円

　希央台の民間温浴施設に併設
して開設予定のとれたて名張交
流館の運営負担金を支出。新鮮
な農産物や物産の販売、また、
地域福祉に関するイベントなど
を実施していきます。

【地場産業振興事業】

●（仮称）とれたて名張交流館の運営負担金
　100 万円

　江戸川乱歩の「押し絵と旅す
る男」を狂言で表現した〝乱歩
狂言〟を、乱歩生誕地である名
張市で上演（9 月）するほか、
市が東日本大震災の復興支援と
して職員を派遣した宮城県塩

しおがま

竈
市（10 月）、そして、乱歩終

しゅうえん

焉
の地である東京都豊島区（12月）
での上演を支援。能楽のあるふ

るさとづくりを進めるとともに、
名張を全国発信します。

【ふるさと能文化振興事業】

● 〝乱歩狂言〟で名張を全国発信
　687 万円

要事業主 平成 24年度一般会計当初予算には、市
の総合計画「理想郷プラン」後期基本計
画に基づく主要事業を盛り込みました。

子ども発達支援セン
ターと、総合教育セ
ンターは、いずれも、
製薬会社所有の職員
研修施設（百合が丘
西 5）を市が買い取
り、整備します。

24年度予算
としました。
業や

※写真は、平成 16年 11月に市制施行
50周年を記念して上演した〝乱歩狂言〟

　名張川、宇陀川、滝川の浸水
想定区域や急傾斜地の崩壊危険
箇所、避難所などを記載したハ
ザードマップを作成します（デ

ータの作成は平成 23 年度に実
施）。マップは、防災対策や災害
発生時の避難行動に活用いただ
くために、全世帯に配布します。

【防災対策費】

●  ハザードマップの全世帯配布
135 万円
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算の概要予 一般会計　260 億 5,700 万円

● 一般会計歳入

歳
入
の
う
ち
、
市
税
は
96
億

６
８
０
万
円
。
税
制
改

正
な
ど
に
伴
い
、
４
年
ぶ
り
の
増
加

（
前
年
度
当
初
比
０
・
９
％
増
）
を
見

込
ん
で
い
ま
す
。
地
方
交
付
税
は
、
同

10
・
４
％
の
増
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
土
地
開
発
公
社
解
散
に

伴
う
経
費
12
億
３
７
０
０
万
円
の
借
り

入
れ
に
伴
い
、
同
37
・
８
％
増
と
な
る

37
億
３
６
４
０
万
円
を
見
込
み
ま
す
。

　

歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た
財

源
不
足
を
補
う
た
め
に
、
繰
入
金
と

し
て
貯
金
に
相
当
す
る
財
政
調
整

基
金
か
ら
１
億
円
、
土
地
開
発
基

金
か
ら
７
５
０
０
万
円
を
そ
れ
ぞ

れ
取
り
崩
し
ま
す
が
、
そ
れ
で
も
、

５
億
２
０
０
０
万
円
の
不
足
が
見
込

ま
れ
ま
す
。
そ
の
た
め
、
こ
の
不
足

額
を
諸
収
入
に
計
上
し
て
形
式
的
に

収
支
の
均
衡
を
図
る
、
事
実
上
の
赤

字
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

260億
5,700万円

民生費
87億
4,100万円

公債費
37億2,259万円

総務費
39億1,948万円

教育費
21億1,547万円

衛生費
34億4,061万円

公債費
37億2,259万円

総務費
39億1,948万円

消防費 11億270万円

土木費
16億1,504万円

農林水産業費
 6億8,007万円

商工費 2億2,454万円

災害復旧費 1億6,759万円

予備費 5,000万円

議会費 2億7,791万円

教育費
21億1,547万円

衛生費
34億4,061万円

民生費…高齢者・児童・障害者福祉などに支出
総務費…人件費や地域振興など多岐にわたって支出
公債費…市債返済のために支出
衛生費…ごみ処理や保健事業などに支出

◎金額は、万円未満を四捨五入しているため、
合計が合わない場合があります。

国・県支出金…使い道が限定された国や県からの補助金など
地方交付税…使い道を限定されない国からの配分金
市債…市の借金
繰入金…基金（市の貯金）の取り崩しなど

主な用語解  説

260億
5,700万円

市税
96億
680万円

国・県支出金
50億3,952万円

地方交付税
39億7,000万円

市債
37億3,640万円

国・県支出金
50億3,952万円

地方交付税
39億7,000万円

市債
37億3,640万円

繰入金 3億509万円

諸収入
10億2,935万円

交付金
10億1,900万円

地方譲与税 2億7,800万円
使用料及び手数料 
 2億1,036万円
その他 5億116万円

分担金及び負担金
3億6,133万円

2,440万円
4,610万円

7億2,770万円
16億1,970万円
79億6,600万円
55億3,200万円
12億　910万円
171億2,500万円
27億3,350万円
58億4,291万円

△ 19.2％
△ 31.2％
14.5％
6.0％
9.2％
12.4％
7.4％
9.8％
1.0％
6.2％

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
業
会
計

前年度対比平成24年度予算額会　　計　　名
住宅新築資金等貸付事業会計
東山墓園造成事業会計
農業集落排水事業会計
公共下水道事業会計
国民健康保険会計
介 護 保 険 会 計
後期高齢者医療会計
特 別 会 計 小 計
水 道 事 業 会 計
病 院 事 業 会 計

平成 24年度一般会計当初予算は、前年度当初比で 5.3％増の 260億
5,700 万円。赤字を見込む予算編成を余儀なくされましたが、一般財
源ベースでは同 0.6％減と、実質的には、緊縮型の予算としました。

　

特
別
会
計
は
、
合
わ
せ

て
、
前
年
度
当
初
比
で

15
億
２
２
３
０
万
円
の
増

（
９
・
８
％
増
）
と
な
っ
て
い

ま
す
。
農
業
集
落
排
水
や
公

共
下
水
道
事
業
の
進
捗
に
伴

う
事
業
費
増
の
ほ
か
、
国
民

健
康
保
険
と
介
護
保
険
の
各

会
計
で
、
保
険
給
付
費
の
増

加
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

企
業
会
計
で
は
、
水
道
事

業
で
建
設
事
業
費
の
増
加
な

ど
に
よ
り
、
２
６
６
５
万

円
の
増
（
１
・
０
％
増
）。
病

院
事
業
で
、
給
与
費
と
医
療

機
器
の
更
新
に
伴
う
資
産
購

入
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り

３
億
４
２
１
８
万
円
の
増

（
６
・
２
％
増
）
と
な
っ
て
い

ま
す
。

特別会計　171 億 2,500 万円
企業会計　  85 億 7,641 万円

● 一般会計歳出

歳
出
の
う
ち
、
前
年
度
当
初
比

で
大
幅
に
増
加
し
た
の
は

総
務
費
と
公
債
費
、災
害
復
旧
費
で
す
。

　

総
務
費
は
、
土
地
開
発
公
社
解
散

に
伴
う
経
費
負
担
が
主
な
要
因
と
な

り
、
前
年
度
当
初
比
43
・
７
％
増
の

39
億
１
９
４
８
万
円
。
公
債
費
は
、

中
央
西
土
地
区
画
整
理
事
業
の
借
入

金
返
済
が
約
５
億
８
１
０
０
万
円
と

ピ
ー
ク
を
迎
え
、
同
４・
９
％
増
の

37
億
２
２
５
９
万
円
。災
害
復
旧
費
は
、

昨
年
の
台
風
12
号
で
崩
落
し
た
市
道

の
修
復
費
な
ど
で
１
億
６
７
５
９
万

円
を
盛
り
込
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
、
民
生
費
は
高
齢
化
な
ど
に
伴

い
、
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、
子
ど

も
手
当
の
制
度
改
正
な
ど
に
よ
り
、
同

１・
３
％
減
の
87
億
４
１
０
０
万
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

予
算
規
模
は
過
去
最
大
と
な
り
ま
し

た
が
、
新
規
事
業
の
抑
制
や
管
理
経
費

の
削
減
に
努
め
る
と
と
も
に
、
国
や
県

の
補
助
金
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
る
な

ど
し
、
一
般
財
源
ベ
ー
ス
で
の
予
算
規

模
は
、
同
０
・
６
％
減
と
、
実
質
的
に

は
緊
縮
型
の
予
算
と
し
ま
し
た
。

　　　　　　　　【一般財源】　市が自主的に使い道を決められる財源を一般財源といいます。一方、国や県からの補助金など、使い道が指定された財源を特
定財源といいます。市の財政状況が厳しい中、特定財源を活用して必要な事業を実施しつつ、一般財源をうまく〝やりくり〟していくことが求められます。

　
　

地
方
公
共
団
体
の
予
算
は
、
法
律
に
よ
り
、
歳
入

と
歳
出
を
均
衡
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
た

め
、歳
入
の
不
足
分
は
、諸
収
入
に
「
歳
入
補ほ

て
ん填
収
入
」

と
し
て
予
算
計
上
し
、
決
算
時
に
平
成
25
年
度
の
歳

入
か
ら
繰
り
入
れ
ま
す
。
こ
の
財
源
不
足
額
に
つ
い

て
は
、
今
後
、
縮
減
す
る
よ
う
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

キーワード  １

補足

主な用語解  説
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点は、財政健全化焦 土地開発公社の解散と持続可能な自治体

　

平
成
22
年
度
か
ら
24
年
度
ま
で
の

３
ヵ
年
に
、
土
地
区
画
整
理
事
業
の
清

算
を
は
じ
め
、
市
立
病
院
、
土
地
開
発

公
社
の
経
営
健
全
化
に
か
か
る
多
額

の
経
費
負
担
が
集
中
。
累
積
赤
字
額
が

法
律
の
基
準
を
超
え
、「
財
政
健
全
化

団
体
」
に
指
定
さ
れ
る
こ
と
が
懸
念
さ

れ
て
い
ま
し
た
。

　

そ
こ
で
、
平
成
21
年
度
に
「
名
張
市

財
政
早
期
健
全
化
計
画
」
を
策
定
。「
市

政
一
新
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
取
組
み
と
合

わ
せ
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
協
力
の

も
と
、
さ
ま
ざ
ま
な
改
革
に
取
り
組
ん

で
き
ま
し
た
。

　

そ
し
て
、
赤
字
を
見
込
む
平
成
24

年
度
は
、
中
央
西
土
地
区
画
整
理
事

業
の
借
入
金
返
済
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
、

ま
た
、
土
地
開
発
公
社
の
解
散
を
予

定
す
る
な
ど
財
政
健
全
化
に
向
け
た

正
念
場
の
年
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
ま

で
は
、
貯
金
に
相
当
す
る
財
政
調
整

基
金
な
ど
に
よ
り
、
な
ん
と
か
収
支

を
調
整
し
て
き
ま
し
た
が
、
こ
れ
も

枯
渇
状
態
に
あ
り
ま
す
。

　

土
地
開
発
公
社
は
、
市
の
公
共
事
業

用
地
の
確
保
を
目
的
に
、
借
入
金
で
土

地
を
先
行
取
得
。
そ
の
借
入
金
は
、
全

て
市
が
債
務
保
証
し
て
い
ま
す
。
用
地

の
確
保
が
必
要
な
公
共
事
業
の
縮
小
や

地
価
の
下
落
が
続
く
中
、
公
社
が
果
た

し
て
き
た
役
割
は
薄
れ
て
き
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
公
社
の
土
地
保
有
期
間

が
長
期
化
し
、
借
入
金
の
利
息
が
膨
ら

ん
で
い
る
た
め
、
市
が
買
い
取
る
際
の

財
政
負
担
が
大
き
く
な
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

そ
こ
で
、
市
は
、
平
成
18
年
に
公
社

経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
。
滝
之
原
工

業
団
地
の
用
地
売
却
の
ほ
か
、
市
が
鴻

之
台
公
共
施
設
用
地
を
買
い
取
り
、
民

間
事
業
者
へ
貸
し
付
け
る
な
ど
、
公
社

保
有
地
の
活
用
や
処
分
に
取
り
組
ん
で

き
ま
し
た
。
そ
の
一
方
で
、
公
社
の
借

入
金
の
金
利
負
担
は
、
現
在
で
も
、
年

間
約
２
０
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す

（
ピ
ー
ク
時
で
年
間
約
１
億
円
）。

　

こ
う
し
た
中
、
金
利
負
担
を
減
ら
し

つ
つ
、
迅
速
に
公
社
保
有
土
地
を
処
分

し
て
い
く
た
め
に
も
、
平
成
24
年
度
に

公
社
を
解
散
さ
せ
る
予
定
で
す
。
た
だ

し
、
そ
の
際
、
公
社
の
借
入
金
全
額

（
12
億
３
７
０
０
万
円
）
を
、
一
般
会

計
で
代
位
弁
済
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す

（
市
債
で
対
応
）。

　　

市
で
は
、
土
地
開
発
公
社
の
解
散

を
は
じ
め
、
歳
入
確
保
や
、
人
件
費

の
抑
制
、
民
間
活
力
の
導
入
、
考
査

制
度
に
よ
る
事
務
事
業
の
見
直
し
な

ど
の
改
革
に
取
り
組
み
、
将
来
に
向

け
て
持
続
可
能
な
自
治
体
を
築
い
て

い
こ
う
と
し
て
い
ま
す
。
当
面
は
、

平
成
25
年
度
以
降
の
単
年
度
黒
字
の

達
成
、
そ
し
て
、
平
成
28
年
度
の
累

積
赤
字
の
解
消
に
向
け
て
、
着
実
な

歩
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

平
成
24
年
度
は
財
政
健
全
化
に

向
け
た
正
念
場

持
続
可
能
な
自
治
体
を

築
く
た
め
に

5 億円

23年度 24年度 25年度 26年度

0

27年度 28年度

△5億円 累積収支
（折れ線グラフ）

単年度収支
（棒グラフ）

平成25年度以降は
単年度黒字を達成

平成28年度には
累積赤字を解消

平成24年度は赤字を見込む

　　　　　　　　【市債】　市債とは、市の借金のこと。市債はいつでも自由に発行できるものではなく、例えば、土地開発公社解散の財源として活用する「第三
セクター等改革推進債」の発行可能期限は平成 25年度と定められています。これも、早期に公社解散を目指す要因の一つとなっています。

・継続事業については、平成 23年
度当初予算額と平成 24年度当初
予算額の「一般財源」を比較して、
反映状況を「継続 (減額 )」「継続
( 維持 )」「継続 ( 増額 )」と区分
しています。

・減額は、事務事業の見直しに伴う
もののほか、内部経費の節減や年
次計画による事業費の減少、自然
減など。増額は、政策的な事業推
進や対象者の増加などによるも
のです。

● 一般会計収支の見通し 一般財源ベース／平成 23 年作成

キーワード２

　中央西土地区画整理事業の借入金は、保有地販
売により返済する計画でしたが、販売見込み額が
地価の下落で当初の見込みを下回り、その差額を
改めて負担する必要があります（25年度まで）。

補足

な
ぜ
、
い
ま
土
地
開
発
公
社
を

解
散
さ
せ
る
の
か
？

市の仕事（事務事業）を評価し、当初予算に反映させています
  行政改革推進室　  63‐7302　

継続（増額）
159

継続（維持）
93

継続（増額）
159

継続（維持）
93

その他（隔年等実施、
再開ほか） 24

H23 事業完了（他事業
への移行等含む） 61

継続（減額）
250

（単位：事業）

　

市
で
は
、
考
査
制
度
に
基
づ
き
、
市
の
仕

事
（
事
務
事
業
）
を
自
己
点
検
・
評
価
し
た

「
事
務
事
業
シ
ー
ト
（
内
部
評
価
）」
を
公
表
。

外
部
評
価
と
し
て
、
学
識
経
験
者
で
構
成
す

る
考
査
委
員
会
に
よ
る
評
価
の
ほ
か
、
市
民

の
皆
さ
ん
か
ら
の
ご
意
見
（
評
価
）
を
い
た

だ
い
た
上
で
、
可
能
な
限
り
改
善
・
見
直
し

を
行
い
、
予
算
編
成
に
生
か
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
23
年
度
に
評
価
し
た
の
は
６
３
４

事
業
。
そ
の
う
ち
、
平
成
22
年
度
に
完
了
し

た
47
事
業
を
除
く
５
８
７
事
業
の
当
初
予

算
へ
の
反
映
状
況
は
、
右
記
グ
ラ
フ
の
と
お

り
で
す
。

　

在
宅
医
療
支
援
セ
ン
タ
ー
事
務
職
員
の

勤
務
体
制
見
直
し
に
伴
う
地
域
医
療
推
進

事
業
の
予
算
減
額
や
、
関
係
団
体
と
の
役
割

な
ど
の
整
理
に
伴
う
エ
コ
ツ
ー
リ
ズ
ム
構

想
策
定
事
業
の
予
算
減
額
な
ど
、
２
５
０
事

業
が
「
継
続
（
減
額
）」
と
な
り
ま
し
た
。



○地域資源の効果的な活用と商工・観光部門
の強化のため、旧「農林振興室」を「農林資
源室」に名称を変更、旧「商工観光室」を「商
工経済室」と「観光交流室」に分割

○緑化推進に関する事務を都市整備部「都市
計画室」から「農林資源室」へ担当替え
○新エネルギーに関する事務を生活環境部「環
境対策室」から「商工経済室」へ担当替え

2012 年（平成 24年）4月 1日日　4

○市内 15 地域で策定された地域ビジョンの
推進など、地域づくり組織および市民との
協働をさらに推進するため、新たに「地域部」
を設置

○公民館に関する事務を、教育委員会「文化生
涯学習室」から「地域経営室」へ担当替え
○地域政策室と地域経営室が部に属し、室員
のほか、地域担当の専任職員を配置

● 地域部を設置（企画財政部から分離）

● 産業部の室体制などを見直し

● 都市整備部の室体制などを見直し

● 生活環境部の室体制などを見直し

○子ども施策の拡大推進のため、新たに
「子ども部」を設置
○旧「子育て支援室」を「子ども家庭室」

と「保育幼稚園室」に分割
○旧「子ども発達支援室」の名称を「子
ども発達支援センター」に変更

● 子ども部を設置（健康福祉部から分離）

４
０
５
会
議
室

契
約
検
査
室

（産業部）

観
光
交
流
室

商
工
経
済
室

（産業部）
産
業
政
策
室

農
業
委
員
会

事
務
局

農
林
資
源
室

階段
（
総
務

）

⇒
議
会
棟

⇒
議
会
棟

⇒
大
会
議
室

北
玄
関

東玄関】

相
談
室

4 月から、地域づくりや子ども施策のさらなる推進
などのため、市の組織の一部を見直しました。
  行政改革推進室　  63‐7302

組織見直しなどで新設・変更する電話番号

「体育施設等」などの指定管理者が変更
　指定期間満了に伴う公募の結果、4月から下記の市施設の指定管理者が変わりました。

○体育施設等（勤労者福祉会館を含む）　　  市民スポーツ室　 63‐7100
　新しい指定管理者：株式会社東大阪スタジアム（ 63‐5339／総合体育館内）

○武道交流館いきいき　  市民スポーツ室　 63‐7100
　新しい指定管理者：名張市体育協会（ 62‐4141／武道交流館いきいき内）

○赤目四十八滝キャンプ場　　  観光交流室　 63‐7648
　新しい指定管理者：長坂営農組合（ 63‐9666／赤目四十八滝キャンプ場内）

○子ども家庭室　 63‐7594
○保育幼稚園室　 63‐7919
○商工経済室　　 63‐7824
○観光交流室　　 63‐7648
○用地対策室　　 63‐7952

○産業部内の執務場所を
　一部変更

市の組織を一部見直し直し

○農林資源室　　 63‐7625（農林振興）
　　　　　　　　 63‐7635（農村整備）
○子ども発達支援センター　　 62‐1088
○地域医療室（保健センター）　 63‐3913
※子ども政策室、地域政策室、地域経営室、健康支援室の電話番号は変わりません。

○
市
民
ホ
ー
ル
に
計
画
書
な
ど
行
政

情
報
の
閲
覧
ス
ペ
ー
ス
を
設
置

( 名称変更の室などを含む )

○総合的な用地業務の推進のため「道路河川
室」から分離して「用地対策室」を設置。「用
地対策室」へは、地籍調査に関する事務を

産業部「産業政策室」から担当替え
○事業の進捗に伴い旧「市街地整備室」を「都
市計画室」に統合

○人権施策の総合的な推進のため、教育委員
会の旧「人権啓発室」を、「人権・男女共同
参画推進室」に統合

○東山墓園（墓所）に関する事務を都市整備
部「維持管理室」から「環境対策室」へ担
当替え
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維
持
管
理
室

吹き抜け

建
築
開
発
室

営
繕
住
宅
室

都
市
計
画
室

エレベータ
階段

ｗ
ｃ

契
約
検
査
室

４
０
３
会
議
室

４
０
２
会
議
室

４
０
１
会
議
室（地域部）

（生活環境部）
道
路
河
川
室

用
地
対
策
室

都
市
整
備
政
策
室

階段

（都市整備部）

（都市整備部）

地
域
経
営
室

地
域
政
策
室

環
境
対
策
室 生活環境政策室

人権・男女共同
参画推進室

（
総
務
部
）

情
報
政
策
室

教
育
長
室

吹き抜け

３
０
１
会
議
室

監
査
委
員
事
務
局

３
０
２
会
議
室

３
０
３
会
議
室

３
０
４
会
議
室

管
財
室

エレベータ
階段

ｗ
ｃ

階段

（総務部） （総務部）

（教育委員会事務局） 文
化
生
涯
学
習
室

市
民
ス
ポ
ー
ツ
室

学
校
教
育
室

教
育
総
務
室

学
務
管
理
室

教
育
委
員
会
室

総
務
室

総
合
企
画
政
策
室

応
接
室

副
市
長
室

市
長
室

エレベータ
階段

吹き抜け

財
政
経
営
室

行
政
改
革

推
進
室

広
報
対
話
室

危
機
管
理
室

庁
議
室

秘
書
室

人
事
研
修
室

ｗ
ｃ

階段

市
政
記
者
ク
ラ
ブ（企画財政部） （総務部）

（総務部）

情
報
公
開

【
証
明
コ
ー
ナ
ー
】

【届出コーナー】

総
合
窓
口

　

セ
ン
タ
ー

保
険
年
金
室

高齢・障害支援室

健康福祉政策室 生活支援室

正
面
玄
関

西玄関

債権管理室

課
税
室

収
納
室出

納
室

（子ども部）

エレベータ
階段

ｗ
ｃ

健
康
支
援
室

【情報相談コーナー】

相
談
室

【
行
政
情
報

　
閲
覧
ス
ペ
ー
ス
】

地域包括
  支援センター

（健康福祉部）

（市民部）

（市民部）

子
ど
も

 

家
庭
室

保
育
幼

 

稚
園
室

子ども政策室

○情報相談コーナーに相談室（消費生活など
市民相談）を設置
○証明コーナーと届出コーナーの配置を変更
○ 1階窓口の案内サインを変更（右写真）

○健康支援室を保健センター（朝日町）から市役
所 1階へ移転。各種福祉サービスと予防・保健
活動を一体的・効果的に推進　※健診や健康教
室などは従来どおり保健センターで実施

○子ども部の設置に伴い、子育て支援や保育所・幼稚園関係などの窓口配置を変更

○管財室を 4階から 3階へ

○生活環境部を 1階から 4階へ　※ボランティア専用ごみ袋、紙おむつ専用ごみ袋は、
1階総合窓口センターでも交付します。

市役 所
平面 図
組
織
見
直
し
な
ど
に
伴
い
、
窓
口
や
部
・
室
の
場
所
を
変
更
し
ま
し
た
。

※平面図は、実際の縮尺とは異なります。

２F

３F

４F
○地域部を設置


